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有効期間に係る調査結果のまとめ 
 
１．自家用乗用車 
 
①不具合率は比較的低い（車令３年２７％）が、保有台数は多く、また、初回の有効期間を３

年から４年に延長した場合の不具合率の増分が１１ポイントと大きいことから、同延長を

行った場合、死傷者数６１３人増加と試算されるなど社会的影響が大きい。 
   また、同延長を行った場合の不具合率の増分について、前回（平成９年）調査の結果と

比較してみると、今回の不具合率の増分は前回（１１ポイント）と同程度である。 
 
②定期点検（１年点検）実施率は４３％と依然として低く、自動車ユーザーの保守管理意識

は向上していないため、自己責任原則に依存することは危険である。 
 
③自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
④日本の有効期間は諸外国の有効期間と比較してみると同程度である。 
 
⑤自動車ユーザーの車検・点検整備メニューは多様化してきており、競争原理の導入によ

り、ユーザーの負担は十分軽減されてきている。また、ユーザー負担は諸外国と比較し

て低い。 
 
 
２．事業用乗用車 
 
①初回の有効期間を１年から２年に延長した場合の不具合率増分は１４ポイントと大きい。 
 
②事業用乗用車の年間平均走行距離は６．３万ｋｍと自家用乗用車の約６倍であり、保有

台数当たりの車両要因を伴う事故件数は、自家用乗用車と比較して高い。 
 
③定期点検実施率は９２％と高いものの、１台当たり年間９千人を輸送するなど広く一般の

人が利用するので、より高い安全性が求められる。 
 
④自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
⑤諸外国の有効期間は、１年又は６月となっており、日本と同程度又は日本よりも短い。 
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３．レンタカー（乗用車） 
 
①初回の有効期間を２年から３年に延長した場合の不具合率増分は１５ポイントと大きい。 
 
②定期点検（６月点検）実施率が８０％と高いものの、不特定の者に利用されるものであり、

運転者は、初めて当該車両を運転することが大半であることから、ブレーキの利き具合、

加速性能、かじ取り装置のバランスなど当該車両が持つ走行性能や運動特性のほか、

その保守管理の状況を熟知することが困難である。このため、レンタカー（乗用車）は、よ

り適切な状態に維持されている必要がある。 
 
③レンタカー（乗用車）の年間平均走行距離は、１．８万ｋｍと自家用乗用車の約１．７倍で

ある。レンタカー（乗用車）は、初回（２年）車検までに３．６万ｋｍ、自家用乗用車は初回

（３年）車検までに３．２万ｋｍであり、レンタカー（乗用車）の方が厳しい使われ方をされて

いる。 
 
④自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
⑤諸外国の有効期間は、日本と同程度又は日本よりも短い。 
 
 
４．車両総重量（ＧＶＷ）８トン以上の貨物車 
 
①近年、ホイールボルト折損による車輪脱落事故を初めとする整備不良による事故が大き

な社会問題となっており、大型車についてはより適切な保守管理が求められている。ま

た、普通貨物車の車両要因を伴う事故は、他の車種と比較し加害性が高い。 
 
②定期点検（３月点検）実施率が事業用では５７％、自家用では１２％にとどまっており、前

回（平成９年）調査と比較しても向上していないため、自己責任原則に依存することは危

険である。 
 
③GVW８トン以上の貨物車は年間平均走行距離が５．８万ｋｍ（事業用６．８万ｋｍ、自家用

３．７万ｋｍ）と長いことから不具合率（車令１年４１％）が高い。また、初回の有効期間を１

年から２年に延長した場合の不具合率増分は１１ポイントであり、前回（平成９年）調査の

１０ポイントよりも大きい。 
 
④自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
⑤諸外国の有効期間は、１年又は６月となっており、日本と同程度又は日本よりも短い。 
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５．車両総重量（ＧＶＷ）８トン未満の貨物車 
 
①近年、ホイールボルト折損による車輪脱落事故を初めとする整備不良による事故が大き

な社会問題となっており、より適切な保守管理が求められている。 
 
②定期点検実施率が事業用では５８％、自家用では３２％にとどまっており、前回（平成９

年）調査と比較しても向上していないため、自己責任原則に依存することは危険である。 
 
③ＧVW８トン未満の貨物車は、年間平均走行距離が１．８万ｋｍ（事業用３．９万ｋｍ、自家

用１．４万ｋｍ）であり、不具合率（車令２年４４％）は高い。また、有効期間を２－１－１か

ら２－２－２に延長した場合の不具合率増分が車令４年で１３ポイントと大きいことから、

同延長を行った場合、事故件数２６９件増加、死傷者数３３４人増加と試算されるなど社

会的影響が大きい。 
 
④自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
 
６．トレーラ 
 
①近年、ホイールボルト折損による車輪脱落事故を初めとする整備不良による事故が大き

な社会問題となっており、大型車についてはより適切な保守管理が求められている。ま

た、普通貨物車の車両要因を伴う事故は、他の車種と比較し加害性が高い。 
 
②定期点検（３月点検）実施率が１９％と非常に低く、ユーザーの保守管理意識が低いため、

自己責任原則に依存することは危険である。 
 
③自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
④諸外国の有効期間と比較してみると、日本の有効期間は同程度である。 
 
 
７．軽貨物車 
 
①初回の有効期間を２年から３年に延長した場合の車令３年の不具合率増分は１５ポイント

と大きい。 
 
②定期点検（１年点検）実施率が２８％と低く、ユーザーの保守管理意識が低いため、自己

責任原則に依存することは危険である。 
 
③自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
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④諸外国の有効期間と比較してみると、日本の有効期間は同程度である。 
 
 
８．乗合車 
 
①初回の有効期間を１年から２年に延長した場合の不具合率増分は１５ポイントと大きい。 
 
②他の車種に比べ、多数の一般旅客が利用すること、乗車密度が自家用乗用車の７．４倍

であり、一旦事故が起きると大きな被害に結びつく可能性があることから、他の車種より

も高い安全性が求められる。 
 
③定期点検（３月点検）実施率は８２％と高く、初回車検時の不具合率は２０％と低いものの、

年間平均走行距離が５．５万ｋｍと長いため、不具合率（車令３年３１％）は乗用車より僅

かに高い。 
 
④自動車部品の耐久性能は過去１０年間で大きな変化がない。 
 
⑤諸外国の有効期間は、１年又は６月となっており、日本と同程度又は日本よりも短い。 
 
 
９．小型二輪車 
 
①小型二輪車の不具合発生率（車令２年３１％）は自家用乗用車と同程度である。また、初

回の有効期間を２年から３年に延長した場合の不具合率増分は３ポイントと小さい。（な

お、小型二輪車の車両要因を伴う事故と不具合率との相関がないことから、有効期間延

長による事故件数、死傷者数等の試算を行うことはできない。） 
 
②小型二輪車の車両構造は、四輪車と比較して寸法、重量が小さいことから、事故の場合

の加害性は低い。 
 
③小型二輪車の年間平均走行距離は３千ｋｍと自家用乗用車の３分の１程度であり、初回

有効間を２年から３年に延長した場合でも、初回車検時の走行距離は自家用乗用車より

も少ない。 
 

④自動車部品の耐久性能は過去１０年で大きな変化がないものの、その耐久性能は乗用

車並みである。 
 
⑤諸外国の有効期間と比較してみると、日本の有効期間は同程度又は日本の方が短い。 


